
財投・郵貯・簡保・公的年金Ｂ／Ｓの現状と資金の依存関係（2002年度末） 図－１
　 財政融資Ｂ／Ｓ 郵便貯金部門Ｂ／Ｓ

[資産計]468.6兆円 [負債・資本計]468.6兆円 [資産計]285.7兆円 [負債＋資本計]285.7兆円
現金・預金 3.0兆円 現金 3.2兆円

国債 76.4兆円

定額貯金
交付税・譲与税特会貸付金 29.6兆円 郵貯より受け入れ 貯金 181.6兆円

177.3兆円 財投預託金 177.3兆円 232.7兆円 郵便貯金
(37.8%) (62.1%) 232.7兆円

一般会計 （17.0%)
特別会計 郵貯特会 47.9兆円
60.0兆円 [負債計]

282.5兆円 郵貯・簡保
その他 12.1兆円 預託金 354.8兆円

320.5兆円 (25.9%)
（68.4%） 通常貯金

31.4兆円 財投債 51.0兆円
住宅金融公庫 65.6兆円 財政融資資金 (11.0%) 国債

政策金融 特別会計 公的年金より受け入れ 71.8兆円
機関 413.4兆円 107.6兆円 40.4兆円 普通国債 (25.1%)
107.4兆円 （88.2%） (23.0%) (14.1%) 金融自由化対策資金

日本政策投資銀行 12.5兆円 注１）
財政投融資 国際協力銀行 11.2兆円 地方への貸付金 1.1兆円 47.9兆円
残高 国民生活金融公庫 9.1兆円 注２） 地方債 9.4兆円
357.3兆円 その他 22.2兆円 公団公社債等 2.8兆円 その他 1.8兆円 簡易保険
注３） その他 19.8兆円 [資本計] 3.1兆円 122.1兆円

特別会計等より受入 （8.9%)

道路関係４公団 28.6兆円 35.6兆円（7.6％） [資産計]125.7兆円 簡易保険部門Ｂ／Ｓ [負債＋資本計]125.7兆円
公団 2.8兆円 現金預金
事業団等 都市基盤整備公団 14.2兆円 郵貯引受 6.6兆円 財投債
96.6兆円 31.4兆円 国債

年金資金運用基金 28.0兆円 財投債 39.1兆円 普通国債 45.8兆円
75.5兆円 簡保引受　6.6兆円 (36.4%) 保険契約準備金

その他 11.5兆円 (16.1%) 年金引受 20.9兆円 特別会計 財投機関貸付
18.5兆円 特殊法人 等　39.9兆円 122.1兆円
その他 18.9兆円 地方自治体 (31.7%)
18.9兆円 6.9兆円 地方債

その他負債 0.2兆円 ～～～～～～～ ～～～～～～～
地方自治体 92.3兆円 剰余金等 17.0兆円 30.1兆円 その他 ～～～～～～～ ～～～～～～～

(3.6%) （23.9％） 剰余金等 3.6兆円
郵貯の直接運用 1.1兆円（0.2%）

[資産計]148.0兆円　　厚生・国民年金（積立金）Ｂ／Ｓ [負債計]148.0兆円
簡保の直接運用 39.9兆円（8.5%） 国民年金債務　10.6兆円

その他 0.9兆円
その他 2.4兆円 その他 13.2兆円（2.8%）

※　小数点第２位以下切捨てのため、各項目の合計は、上位項目の係数と合わない場合がある。 財投預託金
107.6兆円 厚生年金 100.1兆円

注１） 金融自由化対策資金は、郵便貯金が急速に進展する金融自由化に積極的かつ的確に対応 (72.7%) ～～～～～～～ ～～～～～～～
できるようにするため、財投預託金の一部を旧資金運用部から借り入れた資金。 厚生年金債務 ～～～～～～～ ～～～～～～～

注２） 財投改革に伴い、2001年度より７年間で、郵貯・簡保、年金の財投預託金は返還され自主運 137.3兆円
用へ移行し、運用先が順次、財投債に振り替えられている。
経過措置として、そのうち一定割合を、郵貯・簡保、年金が直接引き受ける。 国民年金 7.5兆円

注３） 財政投融資残高は、政府保証、出資を除く財政融資分（有償資金分）のみ。 財投債 年金資金運用基金
18.5兆円 35.2兆円(23.8%)

経済同友会事務局作成 その他16.7兆円

その他　5.1兆円(3.4%)
[参考資料] 財政金融統計月報 第615号(財務省)、郵便貯金2003、簡易保険2003(日本郵政公社編)

財務省ホームページ、厚生労働省ホームページ、財政投融資レポート2003、資金循環統計（日本銀行）
特別会計の活用状況に関する政策評価書（総務省）、平成14年度　資金運用業務概況書（年金資金運用基金）

その他
172.2兆円
(12.6%)

国債12.6兆円(0.9%)

(20.0%)

年金・保険積立金

51.8兆円(3.8%)

家計の金融資産
1,368.6兆円
現金39.3兆円(2.9%)

銀行預金等

株式

(36.7%)

企業年金等
274.8兆円

502.4兆円

民間生損保



財投預託金

会計 勘定 残高
厚生保険 年金 100,102,331

児童手当 62,450
国民年金 基礎年金 724,608

国民年金 6,813,900
労働保険 労災 7,390,216

雇用 223,400
農業共済再保険 農業 42,244

家畜 29,482
園芸施設 14,625

漁業再保険 漁船普通保険 14,269
漁船特殊保険 4,453
漁船乗船員保険 1,252

船員保険 97,325
外国為替資金 12,440,629
国立病院 病院 4,163

療養所 2,992
農業経営基盤強化措置 21,393

127,989,732


